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計算書類 

貸借対照表 

(2026年３月31日現在) 

           (単位：百万円) 

区分 金額 区分 金額 

(資産の部)  (負債の部)  

Ⅰ 流動資産  Ⅰ 流動負債  

現 金 及 び 預 金 1,837 買 掛 金 26,678 

受 取 手 形 51 短 期 借 入 金 12,068 

電 子 記 録 債 権 998 1 年内返済予定の長期借入金 3,194 

リ ー ス 未 収 金 6,854 １年内返済予定の関係会社長期借入金 14,000 

売 掛 金 47,624 リ ー ス 債 務 649 

割 賦 売 掛 金 2,498 未 払 金 4,980 

リ ー ス 投 資 資 産 66,147 未 払 費 用          1,731 

リ ー ス 債 権 56,898 未 払 法 人 税 等 6,379 

有 価 証 券 50 前 受 金 30,552 

販 売 用 土 地 建 物 2,553 預 り 金 7,636 

資 材 及 び 貯 蔵 品 1,022 前 受 収 益 3 

仕 掛 品 2,268 賞 与 引 当 金 4,376 

未 成 工 事 支 出 金 2,338 役 員 賞 与 引 当 金 197 

前 払 費 用 9,951 工 事 損 失 引 当 金 15 

関 係 会 社 短 期 貸 付 金 600 資 産 除 去 債 務 1,213 

そ の 他 2,567 そ の 他 3,933 

貸 倒 引 当 金 △885   

流 動 資 産 合 計 203,377 流 動 負 債 合 計 117,611 

Ⅱ 固定資産  Ⅱ 固定負債  

有 形 固 定 資 産  長 期 借 入 金 22,846 

＜ 貸  与  資  産  ＞  関 係 会 社 長 期 借 入 金 68,300 

リ ー ス 用 建 物 19,553 リ ー ス 債 務 4,750 

リ ー ス 用 機 器 105 受 入 建 設 協 力 金 18,825 

リ ー ス 用 車 両 運 搬 具 12,084 長 期 預 り 金 30,450 

賃 貸 用 不 動 産 171,779 長 期 前 受 収 益 2,161 

リ ー ス 資 産 4,099 資 産 除 去 債 務 13,669 

建 設 仮 勘 定 10,157 再評価に係る繰延税金負債 944 

＜ 社 用 資 産 ＞  退 職 給 付 引 当 金 7,029 

建 物 3,997 そ の 他 427 

構 築 物 1,737   

機 械 及 び 装 置 17,306   

車 両 運 搬 具 42   

工 具 器 具 備 品 298 固 定 負 債 合 計 169,405 

土 地 10,651 負   債   合  計 287,016 

リ ー ス 資 産 209 (純資産の部)  

建 設 仮 勘 定 641 Ⅰ 株主資本  

有 形 固 定 資 産 合 計 252,664 資     本     金 21,768 

無 形 固 定 資 産  資 本 剰 余 金  

ソ フ ト ウ ェ ア 1,028 資    本    準    備    金 26,991 

電 話 加 入 権 39 資 本 剰 余 金 合 計 26,991 

施 設 借 用 権 利 金 23 利    益    剰    余    金  

借 地 権 4,243 利  益  準  備  金 2,749 

そ の 他 1   そ の 他 利 益 剰 余 金 192,555 

無 形 固 定 資 産 合 計 5,334     圧 縮  記  帳  積  立  金 1,569 

投 資 そ の 他 の 資 産  別 途 積 立 金 166,000 

投 資 有 価 証 券 2,666 繰  越  利  益  剰  余  金 24,986 

関 係 会 社 株 式 437 利  益  剰  余 金 合 計 195,305 

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 2,345     

長 期 前 払 費 用 454   

前 払 年 金 費 用 19,945   

差 入 建 設 協 力 金 2,492 株 主 資 本 合 計 244,066 

敷 金 17,802 Ⅱ 評価・換算差額等  

繰 延 税 金 資 産 23,788    その他有価証券評価差額金 851 

そ の 他 1,314 土 地 再 評 価 差 額 金 591 

貸 倒 引 当 金 △98   

投 資 そ の 他 の 資 産 合計 71,148   評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 1,442 

固 定 資 産 合 計 329,148    純  資  産  合  計 245,508 

資 産 合 計 532,525 負 債 純 資 産 合 計 532,525 

(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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損益計算書 

(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日) 

(単位：百万円) 

区  分 金  額 

Ⅰ  売上高   

リ ー ス 収 益 137,723  

販 売 収 益 129,870  

そ の 他 185 267,779 

Ⅱ  売上原価   

リ ー ス 原 価 106,841  

販 売 原 価 103,946 210,787 

売 上 総 利 益  56,991 

Ⅲ  販売費及び一般管理費  22,044 

営 業 利 益  34,947 

Ⅳ  営業外収益   

受 取 利 息 84  

受 取 配 当 金 244  

そ の 他 611 939 

Ⅴ  営業外費用   

支 払 利 息 968  

そ の 他 591 1,559 

経 常 利 益  34,328 

 Ⅵ  特別利益   

固 定 資 産 売 却 益 6  

関 係 会 社 株 式 売 却 益 35  

そ の 他 1,504 1,546 

Ⅶ  特別損失   

固 定 資 産 売 却 損 

 
5  

固 定 資 産 除 却 損 36  

減 損 損 失 482  

そ の 他 736 1,261 

税 引 前 当 期 純 利 益  34,613 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 9,984  

法 人 税 等 調 整 額 184 10,168 

当 期 純 利 益  24,445 

(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 

(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日) 

  (単位：百万円) 

 

株主資本 

資 本 金 

資本剰余金 利益剰余金 

株 主 資 本 
合 計 資 本 

準 備 金 
資本剰余金
合 計 

利 益 
準 備 金 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合 計 圧縮記帳 

積 立 金 
特別償却 
準 備 金 

別 途 
積 立 金 

繰越利益 
剰 余 金 

当期首残高 21,768 26,991 26,991 2,749 89 － 152,000 17,768 172,607 221,368 

当期変動額           

圧縮記帳積立金の取崩     △90   90 － － 

圧縮記帳積立金の積立     1,569   △1,569 － － 

特別償却準備金の取崩          － 

別途積立金の積立       14,000 △14,000 － － 

剰余金の配当        △3,681 △3,681 △3,681 

当期純利益        24,445 24,445 24,445 

土地再評価差額金の取崩        1,934 1,934 1,934 

株主資本以外の項目の当期 
変動額（純額） 

         － 

当期変動額合計 － － － － 1,479 － 14,000 7,218 22,697 22,697 

当期末残高 21,768 26,991 26,991 2,749 1,569 － 166,000 24,986 195,305 244,066 

 

 

 
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証 券 
評 価 差 額 金 

土地再評価差額金 
評価・換算差額等 
合 計 

当期首残高 631 2,526 3,157 224,525 

当期変動額     

圧縮記帳積立金の取崩   － － 

圧縮記帳積立金の積立   － － 

特別償却準備金の取崩   － － 

別途積立金の積立   － － 

剰余金の配当   － △3,681 

当期純利益   － 24,445 

土地再評価差額金の取崩   － 1,934 

  株主資本以外の項目の当期  
変動額（純額） 

219 △1,934 △1,714 △1,714 

当期変動額合計 219 △1,934 △1,714 20,983 

当期末残高 851 591 1,442 245,508 

(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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個別注記表 

Ⅰ．重要な会計方針 

貸借対照表及び損益計算書の作成に当たって採用した重要な会計処理の原則及び手続きは次のと

おりであります。 

１．有価証券の評価基準及び評価方法  

(１)満期保有目的の債券…………………… 償却原価法(定額法) 

(２)子会社株式及び関連会社株式………… 移動平均法による原価法 

(３)その他有価証券  

① 市場価格のない株式等以外のもの… 期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額につきま

しては全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定しております。) 

② 市場価格のない株式等……………… 移動平均法による原価法 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法  

(１)販売用土地建物・未成工事支出金…… 個別法による原価法(貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法) 

(２)資材及び貯蔵品・仕掛品……………… 総平均法による原価法(貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法) 

３．固定資産の減価償却の方法  

(１)有形固定資産  

① リース用建物………………………… 定率法 

② リース用機器・リース用車両運搬具 契約リース期間に基づく定額法 

③ 賃貸用不動産………………………… 特定の顧客との長期の賃貸借契約に係る建物等は、賃貸

借契約期間に基づく定額法によっております。 

④ その他の有形固定資産……………… 定率法 

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設

備を除く)及び2016年４月１日以後に取得した建物附属

設備及び構築物については定額法によっております。 

(２)無形固定資産…………………………… 定額法 

ただし、「ソフトウェア」については、社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額法によっております。 

(３)長期前払費用…………………………… 毎期均等額 

(４)リース資産  

所有権移転外ファイナンス・リース取引

に係るリース資産………………………… 

 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

を採用しております。 

なお、リース取引開始日が 2008年３月 31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。 

４．引当金の計上基準  

(１)貸倒引当金……………………………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額

を計上しております。 

① 一般債権……………………………… 貸倒実績率によっております。 

② 貸倒懸念債権及び破産更生債権等… 財務内容評価法によっております。 

(２)賞与引当金……………………………… 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき計上しております。 

(３)役員賞与引当金………………………… 役員賞与の支出に備えて、当事業年度末における支給見

込額を計上しております。 
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(４)工事損失引当金………………………… 受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末

手持工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、その金額

を合理的に見積もることが出来る工事について損失見込

額を計上しております。 

(５)退職給付引当金………………………… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年

度末に発生していると認められる額を計上しておりま

す。 

なお、数理計算上の差異は発生年度に一括処理しており

ます。 

５．収益及び費用の計上基準  

(１)リース取引による収益  

(ⅰ)ファイナンス・リース取引に係る 

収益の計上基準…………………… 

 

 

リース料を収受すべき時にリース収益を計上しておりま

す。 

(ⅱ)オペレーティング・リース取引に

係る収益の計上基準………………  

 

リース期間経過分をリース収益に計上しております。 

 

(２) 顧客との契約から生じる収益 

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該 

履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 

 

(ⅰ)商業施設、事業施設等の注文請負取引及びリース契約におけるリース物件解体料について 

は、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基 

づき収益を認識しております。進捗度の測定は、各報告期間の期末日までに発生した工事原 

価が、予想される工事原価の合計に占める割合（インプット法）に基づいて行っております。 

 

(ⅱ) 自社で開発した物件、または仕入れた物件・物品の販売取引について、履行義務は対象物 

が引き渡される一時点で充足されると判断し、対象物を顧客へ引き渡した時点又は顧客が検 

収した時点で収益を認識しております。 

 

６. 控除対象外消費税等の会計処理  

控除対象外消費税及び地方消費税については、期間費用として処理しております。 

  

Ⅱ．重要な会計上の見積りに関する注記 

(1) 工事契約にかかる一定の期間にわたり履行義務を充足し認識する収益 

① 当事業年度の計算書類に計上した金額 

工事契約にかかる一定の期間にわたり履行義務を充足し 

収益を認識する方法により計上した売上高          122,008百万円 

（工事完了により進捗度の見積りを要しない収益を除く） 

② 会計上の見積の内容に関する情報 

1）算出方法 

当社は、工事契約にかかる売上高について、履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり

収益を認識する方法にて算出しております。履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法は、コス

トに基づくインプット法（工事原価総額に対する発生原価の割合）を使用しております。 

2）主要な仮定 

  工事原価総額の算出に用いた主要な仮定は、施工計画に基づいた建設資材の数量、労務の工数、

調達単価などであり、算出にあたっては、施工内容・状況等の個別要因および経済状況、事業環境

等の外的要因に基づき、見積りを行っております。 

3）翌事業年度の計算書類に与える影響 
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工事の進行途上において、施工の遅延、材料費や建築費の変動等将来の不確実な要因により工事

原価総額の見直しが必要となった場合、履行義務の充足に係る進捗度が変動することにより、翌事

業年度の計算書類において認識する収益の金額に影響を与える可能性があります。 

 

(2) 固定資産の評価 

① 当事業年度の計算書類に計上した金額 
有形固定資産及び無形固定資産残高 257,999百万円 
減損損失計上額 482百万円 

② 計算書類利用者の理解に資するその他の情報 
1）算出方法 

当社が保有する有形固定資産は、減損が生じている可能性を示す事象(減損の兆候)がある資産又
は資産グループについて、当該資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フロー
の総額がこれらの帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を
減損損失として計上しております。 
回収可能価額には正味売却価額と使用価値のいずれか高い方を用いており、使用価値については、

将来キャッシュ・フローを現在価値に割り引いて算出しております。 
なお、正味売却価額は主に不動産鑑定士による鑑定評価に基づいて、算出しております。 

2）主要な仮定 
将来キャッシュ・フローの算出に用いた主要な仮定は、事業収入及び事業費用であり、特に賃貸

等不動産に係る将来キャッシュ・フローの算出にあたっては市場の賃料水準(物件の立地、規模、周
辺の賃貸取引事例、マーケット見通し、過去の実績等を参考)及び対応する費用、稼働率、割引率等
に基づき見積りを行っております。 

3）翌事業年度の計算書類に与える影響 
事業環境等の変化が主要な仮定に影響し割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回

る場合には、計算書類において追加の減損損失が発生する可能性があります。 

 

Ⅲ．貸借対照表に関する注記 

１．有形固定資産減価償却累計額 243,146百万円 

(内、貸与資産減価償却累計額) 217,838百万円 

２．関係会社に対する短期金銭債権 294百万円 

３．関係会社に対する短期金銭債務 211百万円 

 

 
４．関係会社に対する長期金銭債権 5百万円 

５．関係会社に対する長期金銭債務 5百万円 

６．担保に供している資産 

  関係会社短期貸付金 

 

182百万円 

関係会社株式 

関係会社長期貸付金 

133百万円 

1,789百万円 

上記資産を子会社の長期借入金 16,514百万円の担保に供しております。 

投資有価証券 3百万円 

上記資産を出資先の債務の担保に供しております。 

７．土地再評価法の適用  

土地の再評価に関する法律(1998年３月 31日公布法律第 34号)に基づき、事業用の土地の再評価

を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。 

(１)再評価の方法…………………………… 土地の再評価に関する法律施行令(1998年３月 31日公

布政令第 119号)第２条第４号に定める路線価、同条第

５号に定める不動産鑑定士又は不動産鑑定士補による

鑑定評価に基づいて合理的な調整を行って算出してお

ります。 

なお、土地再評価差額金は、土地の再評価に関する法律

第７条の２第１項の規定により、配当に充当することが

制限されており、その額は会社計算規則第 158条第３号

に規定する配当制限額に含めております。 

(２)再評価を行った年月日………………… 2002年 3月 31日 

(３)再評価を行った土地の期末における  
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時価と再評価後の帳簿価額との差額 ………………………………………………△3,543百万円 

８．資産の保有目的の変更  

  （有形固定資産の保有目的の変更） 

前事業年度末に有形固定資産に計上していた賃貸用不動産等 1,738万円を販売用土地建物に振り替

えております。 

 

９．顧客との契約から生じた債権及び契約資産 

  顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額は、リース未収金及び売掛金に含んでおり、金 

額の内訳は以下のとおりとなります。 

リース未収金                6,791百万円 

売掛金               35,630百万円 

契約資産               12,056百万円 

合計 54,478百万円 

 

１０．顧客との契約から生じた契約負債 

   顧客との契約から生じた契約負債の金額は、前受金に含んでおり、金額の内訳は以下のとおりと 

なります。 

前受金               20,575百万円 

契約負債                9,977百万円 

合計 30,552百万円 
 

Ⅳ．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

売上高 2,073百万円 

仕入高 3,284百万円 

営業取引以外の取引高 2,633百万円 

 

Ⅴ．株主資本等変動計算書に関する注記 

１．当事業年度末の発行済株式の種類及び総数   

普通株式  149,837,999株 

２．配当に関する事項 

(１)配当金支払額 

 決議 株式の種類 
配当金の総額 

(百万円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

 2025 年６月 12 日 

定時株主総会 
普通株式 3,681 24.57 2025 年３月 31 日 2025 年６月 13 日 

       

(２)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

2026年６月 11日開催予定の第 75期定時株主総会において、次のとおり決議を予定しております。 

① 配当金の総額 6,645百万円 

② １株当たり配当額 44.35円 

② 基準日 2026年３月 31日  

③ 効力発生日 2026年６月 12日 

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。 
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Ⅵ．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 

繰延税金資産  

減価償却費 22,607百万円 

資産除去債務 4,683百万円 

退職給付引当金 2,212百万円 

賞与引当金 1,377百万円 

未払事業税 375百万円 

貸倒引当金 300百万円 

その他 2,083百万円 

繰延税金資産小計 33,639百万円 

評価性引当額 △216百万円 

繰延税金資産合計 33,423百万円 

繰延税金負債  

前払年金費用 6,276百万円 

資産除去債務に対応する資産 1,348百万円 

圧縮記帳積立金 720百万円 

譲渡損益の繰り延べ 660百万円 

その他有価証券評価差額金 363百万円 

その他 264百万円 

繰延税金負債合計 9,634百万円 

繰延税金資産の純額 23,788百万円 

再評価に係る繰延税金資産 461百万円 

評価性引当額 △461百万円 

再評価に係る繰延税金資産合計 －百万円 

再評価に係る繰延税金負債 944百万円 

再評価に係る繰延税金負債合計 944百万円 

再評価に係る繰延税金負債の純額 944百万円 

 

Ⅶ．リースにより使用する固定資産に関する注記 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、流通建築リース事業における建物賃借契約の一部について

は、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。 

 

Ⅷ．金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については、短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を

調達しており、営業債権である受取手形、リース未収金、売掛金、割賦売掛金に係る顧客の信用リ

スクは、「取引信用度基準」等に沿ってリスク低減を図っております。また、投資有価証券は主と

して株式であり、上場株式については四半期毎に時価の把握を行っております。 

借入金の使途は運転資金(主として短期)及び設備投資資金(長期)であり、長期借入金については固

定金利での調達を基本としております。 

２．金融商品の時価等に関する事項 

2026年３月 31日(当事業年度の決算日)における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。 

((注２)を参照して下さい。) 

また、現金、買掛金、未払金、１年内返済予定の長期借入金、１年内返済予定の関係会社長期借

入金、リース債務（短期）は短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似してい

ることから、記載は省略しております。 

 



 9 

 
 (単位：百万円) 

 
貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

                    (１)受取手形  51 

 

       
貸倒引当金(※1)  0        

  51 

 

  51 

 

  －  

(２)電子記録債権  998 

0 

 

 

       

貸倒引当金(※1)  0 

997 

 

       

  997 

 

  997 

 

  －  

          (３)リース未収金  6,854        
貸倒引当金(※1)  15        

  6,838   6,838   －  
          (４)売掛金  47,624        

貸倒引当金(※1)  37        

  47,587   45,680   △1,906  
          (５)割賦売掛金  2,498        

貸倒引当金(※1)  673 

 

 

       

  1,825 

 

  1,765   △60 

 

 
          (６)リース投資資産  66,147        
   貸倒引当金(※1)  59        

  66,088   57,135   △8,952  
          (７)リース債権  56,898        

貸倒引当金(※1)  51        

  56,847   53,092   △3,755  
          (８)投資有価証券          

その他有価証券  1,360 

 

  1,360 

 

  －  
          (９)差入建設協力金  2,492   2,471   △20  
          (１０)敷金  17,802   14,481   △3,320  

                    (１)長期借入金 ( 22,846 

00 

) ( 22,213 

 

)  △632 

 

 
          (２)関係会社長期借入金 ( 68,300 ) ( 66,260 )  △2,039  
          (３)リース債務（長期） ( 4,750 ) ( 4,174 )  △575  
          (４)受入建設協力金 ( 18,825 ) ( 18,620 )  △204  
          (５)長期預り金 ( 30,450 ) ( 25,414 )  △5,036  

  （注）１．負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

     ２．（※１）については、貸倒引当金を控除しております。 

     ３．時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

       金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、 

       以下の３つのレベルに分類しております。 

       レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格に 

       より算定した時価 

       レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプッ 

       トを用いて算定した時価 

       レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

       時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらの 

       インプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低い 

       レベルに時価を分類しております。 
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(注 1) 金融商品の時価の算定方法に関する事項 

資 産 

(１)受取手形、（２）電子記録債権 

受取手形及び電子記録債権は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。 

（３)リース未収金、(４)売掛金、(５)割賦売掛金、(６)リース投資資産、(７)リース債権 

これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額と満期までの期間及び信用リス

クを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しておりま

す。なお、貸借対照表計上額には、リース投資資産に含まれる見積残存価額 319万円を含んでお

ります。 

(８)投資有価証券 

投資有価証券について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引先金融機関より提示され

た価格によっております。その時価をレベル１の時価に分類しております。 

(９)差入建設協力金、(１０)敷金 

これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額と満期までの期間及び信用リス

クを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しておりま

す。 

負 債 

(１)長期借入金、(２)関係会社長期借入金 

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、

割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

（３）リース債務(長期)、(４)受入建設協力金、(５)長期預り金(預り敷金) 

これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、債務額を返済までの期間に応じた利率

を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

(注２)市場価格のない株式等 

区分 貸借対照表計上額 

非上場株式等 1,306百万円 

 

Ⅸ．賃貸等不動産に関する注記 

 １．賃貸等不動産の状況に関する事項 

  当社では、東京都その他の地域において、賃貸用の商業施設(土地を含む。)等を有しております。 

２．賃貸等不動産の時価等に関する事項 
 

貸借対照表計上額 時価 

172,691百万円 213,594百万円 

(注) １．貸借対照表計上額及び時価は、賃貸用不動産、リース資産、建設仮勘定、建物、構築物、 

土地、借地権勘定に含まれる賃貸等不動産の金額であります。 

２．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額で 

    あります。 

３．当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づく金額(指標等を用いて調整を行 

  ったものを含む)であります。          

 

Ⅹ．１株当たり情報の注記 

１．１株当たり純資産額 1,638円 50銭 

２．１株当たり当期純利益 163円 14銭 
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ⅩⅠ．関連当事者との取引に関する注記 

１．親会社及び法人主要株主等 

種 類 会 社 等 の 

名 称 

議決権等の

所有(被所

有)割合 

関 連 当 事 者 

と の 関 係 

取引の内容 取引金額 

(百万円) 

科 目 期 末 残 高 

(百万円) 

親会社 大和ハウス工

業株式会社 

(被所有) 

直接 

100.0％ 

規格建物等の工事

発注並びに規格建

物、各種車両の賃

貸及び販売をして

おります。 

 

金銭の預入 

（注2） 

 

2,310 

 

 

関係会社余剰 

資 金 預 け 金 

 

 

 － 

 

 

 

 

受 取 利 息 

（注1） 

 

4 

 

金銭の借入 

（注2） 

 

2,472 

 

 

関係会社短期

借 入 金 

 

 

 

12,068 

  

支 払 利 息 

（注1） 

 

20 

 

金銭の借入 

 

 

11,800 

 

1年内返済予定

の関係会社長期 

借 入 金 

 

関係会社長期 

借 入 金 

 

  14,000 

 

 

 

68,300 

 

 

金銭の返済 

 

 

13,800 

 

支 払 利 息 

（注1） 

 

444 

 

土地の購入 

（注3） 

2,456 土地 2,456 

 

建物の購入 

（注3） 

2,158 建物 2,158 

 

土地の譲渡 

（注3） 

4,830 賃貸用不動産 － 

 

(注)１．金銭の借入及び預入については、市場金利等を勘案しており、利率を合理的に決定しており 

ます。 

２．金銭の預入及び短期の借入の取引金額については、期中平均残高を記載しております。 

３．土地・建物の購入及び土地の譲渡取引に係る取引条件は、一般の取引条件と同様に、 市場価

格等を勘案のうえ決定しております。 

 

ⅩⅡ．収益認識に関する注記 

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

  ①注文請負取引及びリース契約におけるリース物件解体料 

当社は顧客と工事請負契約を締結し、当該契約に基づき、建築工事を行う義務を負っておりま

す。取引価格は当該契約によって決定され、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、

履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。進捗度の測定は、各報告期間の
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期末日までに発生した工事原価が、予想される工事原価の合計に占める割合（インプット法）に

基づいて行っております。取引の対価は当該契約の契約条件に従い回収しております。 

  ②販売取引 

当社は自社で開発した物件、または仕入れた物件・物品を顧客へ販売しております。顧客との

売買契約に基づき、対象物の引渡しを行う義務を負っており、取引価格は当該契約によって決定

され、当該履行義務は対象物が引き渡される一時点で充足されるものであり、顧客への引渡し時

点において収益を認識しております。履行義務を充足してから対価を受領するまでの期間が通常

は 1年以内であるため、当該顧客との契約に基づく債権について、重要な金融要素の調整は行っ

ておりません。 

 

ⅩⅢ．重要な後発事象に関する注記 

  該当事項はありません。 
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附属明細書(計算書類関係) 

 

１．有形固定資産及び無形固定資産の明細 

(単位：百万円) 

区分 資産の種類 
期 首 

帳簿価額 

当 期 

増 加 額 

当 期 

減 少 額 

当 期 

償 却 額 

期 末 

帳簿価額 

減価償却 

累 計 額 

期 末 

取得原価 

有 

形 

固 

定 

資 

産 

貸
与
資
産 

リ ー ス 用 建 物 22,491 15,675 150 18,463 19,553 57,622 77,175 

リ ー ス 用 機 器 127 1 0 23 105 93 199 

リース用車両運搬具 11,329 4,504 728 3,021 12,084 15,527 27,611 

賃 貸 用 不 動 産 165,783 24,126 
7,476 

(308) 
10,654 171,779 142,093 313,872 

リ ー ス 資 産 4,433 61 0 395 4,099 2,501 6,601 

建 設 仮 勘 定 8,061 37,504 35,409 － 10,157 － 10,157 

(小     計) 212,227 81,873 
43,764 

(308) 
32,557 217,779 217,838 435,618 

社
用
資
産 

建 物 1,617 2,601 0 221 3,997 6,248 10,245 

構 築 物 1,799 119 
21 

(9) 
159 1,737 3,038 4,776 

機 械 及 び 装 置 17,612 2,217 
931 

(162) 
1,591 17,306 14,618 31,924 

車 両 運 搬 具 44 34 0 36 42 203 246 

工 具 器 具 備 品 361 61 
21 

(0) 
102 298 1,027 1,325 

土 地 6,715 3,936 － － 10,651 － 10,651 

リ ー ス 資 産 229 55 0 74 209 171 381 

建 設 仮 勘 定 421 5,558 5,338 － 641 － 641 

(小     計) 28,801 14,582 
6,313 

(172) 
2,185 34,885 25,307 60,193 

 計 241,029 96,456 
50,077 

(480) 
34,743 252,664 243,146 495,811 

無 
 

形 

固
定
資
産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

 
912 434 

5 

(1) 
312 1,028 

  

電 話 加 入 権 39 － － － 39 

施 設 借 用 権 利 金 23 9 2 7 23 

借 地 権 4,038 302 － 98 4,243 

そ の 他 1 － － 0 1 

計 5,015 746 
7 

(1) 
419 5,334 

(注)１．主な増加 

賃 貸 用 不 動 産：賃貸借契約に係る自社建物(流通建築事業の「Frespo」「BiVi」「BRANCH」 

シリーズの商業施設)等、及び土地の増加によるものであります。 

建 設 仮 勘 定：賃貸借契約に係る自社建物(流通建築事業の「Frespo」「BiVi」「BRANCH」   

シリーズの商業施設)等の仕掛物件の増加によるものであります。 

  ２．主な減少 

賃 貸 用 不 動 産：賃貸借契約に係る自社建物(流通建築事業の「Frespo」「BiVi」「BRANCH」 

シリーズの商業施設)等の減少によるものであります。 

建 設 仮 勘 定：賃貸借契約に係る自社建物(流通建築事業の「Frespo」「BiVi」「BRANCH」    

シリーズの商業施設)等の完成に伴う貸与資産への振替によるもので

あります。 
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３．その他                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                            

(1)賃貸用不動産の期末帳簿価額には、賃貸用の土地59,398百万円が含まれております。 

(2)当期減少欄の( )は内数で、当期減損損失計上額を記載しております。 

 

２．引当金の明細       

                                    (単位：百万円) 

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

貸 倒 引 当 金 990 176 183 984 

賞 与 引 当 金 3,707 4,376 3,707 4,376 

役 員 賞 与 引 当 金 167 197 167 197 

工 事 損 失 引 当 金 3 15 3 15 

退 職 給 付 引 当 金 7,242 641 853 7,029 

(注)１．貸倒引当金の当期減少額の欄には、一般債権の貸倒実績率による引当額の洗替額149百万円が 

含まれております。 

２．計上の理由及び算定方法は、重要な会計方針に記載しております。 

 

３．販売費及び一般管理費の明細 

(単位：百万円) 

科  目 金  額 摘  要 

広 告 宣 伝 費 720  

販 売 手 数 料 487  

役 員 報 酬 455  

従 業 員 給 与 手 当 11,204  

賞 与 1,408  

賞 与 引 当 金 繰 入 額 2,500  

退 職 給 付 費 用 △3,157  

法 定 福 利 費 2,054  

福 利 厚 生 費 610  

事 務 用 品 費 258  

通 信 交 通 費 1,320  

水 道 光 熱 費 84  

交 際 費 66  

諸 手 数 料 376  

地 代 家 賃 843  

減 価 償 却 費 154  

租 税 公 課 997  

保 険 料 9  

電 算 機 費 1,011  

雑 費 635  

計 22,044  

 


